（Ｈ27年9月）

· 「安全衛生優良企業公表制度」を活用してホワイト度をアピール！　
昨今、「ブラック企業」「ブラックバイト」という言葉が日常的に使われるようになってしまいました。その背景には、今年4月に東京労働局に新設された「厚生労働省過重労働撲滅特別対策班」（通称：かとく）が靴販売大手「ＡＢＣマート」を労働基準法違反の疑いで書類送検したこと、大学生が労働組合（関西学生アルバイトユニオンなど）を結成し、学生アルバイトの多い居酒屋や学習塾の経営者に直接団体交渉を申し入れたといったニュースが報道されたことが挙げられます。
厚生労働省としても法違反の取締りを強化する一方で、企業がそのホワイト度をアピールできる仕組み作りを検討してきた結果、「安全衛生優良企業公表制度」を6月からスタートさせました。この制度の大まかな内容は以下のとおりです。
【制度の概要】
●労働安全衛生水準の高い企業を評価・認定し、厚生労働省のＨＰ等により広く企業名を公表する制度
【認定企業のメリット】
●健康・安全・働きやすい優良企業であることをＰＲできる
●求人情報に掲載できるため、多くの優れた人材の応募が期待できる
●優良認定マークを商品や広報に使用できる
【認定基準・評価項目】
●過去3年以内に労働関係法令の違反で送検されていないなど、労働関係法令の重大な違反がないこと
●過去3年以内に法令違反による死亡災害又は障害等級第7級以上に相当する重篤な労働災害を2件以上発生させていないなど、労働災害発生状況等が同業種平均に比べて低いこと

●法令違反を理由に国から企業名を公表されていないなど、安全衛生に関する優良企業としてふさわしくない問題を生じさせていないこと
●安全衛生担当者の配置など、安全衛生に取り組む組織体制が整備されていること

●企業のトップが従業員の健康や安全の確保を重視する方針を明文化するなど、安全衛生全般における全社的な取組みがなされていること
●主要な事業場ごとに、従業員が主体となって行う安全衛生に関する取組みを支援するなど、安全衛生活動を推進するための取組みを行っていること
●健康で働きやすい職場環境の整備（健康保持増進対策、メンタルヘルス対策、過重労働防止対策、受動喫煙防止対策など）に対して積極的に取り組んでいること

6月にスタートしたこの制度ですが、制度の周知が足りないのか、「安全衛生優良企業公表制度」という硬すぎるネーミングが問題なのか、8月末までに認定された企業はわずか3社でいずれも地方の中小企業でした。認定されれば企業イメージは間違いなくアップすることから、大企業にとっても魅力的な制度と思われますが、予想に反した結果と言えるでしょう。厚生労働省の担当官によりますと、大企業の場合は事業場の数が多く、過去に労務関係で法令違反があったとか、さらには優良認定マーク取得後に法令違反が発覚した場合のダメージを懸念しているのではないかということのようです。しかしながら、中小企業にとっては人手不足の折、企業イメージの向上を図ることができ、かつ求人に対して多くの応募者の獲得が期待できるのであれば、チャレンジしてみる価値は十分にあると思います。具体的な申請の前に厚生労働省のＨＰ上で自己診断ができますので、先ずは自己診断からスタートしてみては如何でしょうか？（工藤克己）
